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のサプライヤーである B 社と商社の C 社との共同出資による合弁企業をタイに設立した。






























































































5 本章の記述は、A 社およびタイにある A 社の合弁企業である D 社へのインタビュー調査に基づく。
A 社インタビュー：2019 年 6 月 3 日 15：00 ～ 17：00







　国別の売上構成比は、日本 40％、東南アジア 20％、北米 15％、EU15％となっており、海
外売上比率の方が高い。また、日本で納入している部品も納入先から海外に輸出されている場
合もあるため、実際の海外比率はもっと高くなっている。
　同社の主力取引先は、Tier1 サプライヤーの E 社である。ステアリング部品は E 社の Tier2
として仕事をしている。売上の 60％は E 社向けのステアリング部品となっている。E 社との
取引が多いことが海外進出を決定する重要な要因となっている。
4−2．タイ進出の経緯





　2013 年にタイに進出する際には、日系サプライヤーの B 社と商社の C 社との 3 社の共同出
資による合弁企業 D 社を設立した。B 社は鍛造品を製造するサプライヤーであり、日本では
A 社、B 社ともに E 社との直接の取引関係があった。また、B 社は加工先である A 社を経由
して間接的にも E 社との取引関係を有していた。
　A 社が合弁企業によるタイ進出を決めたのは、B 社との関係が大きく影響している。日本に
おいては、A 社は E 社から B 社の材料を有償支給で仕入れて加工して納入していた（図 2 参 
照）。したがって、日本においては材料の仕入れ先を探す必要はなかった。しかし、タイにお
いては E 社からの有償支給はなく、自社で仕入れ先を探す必要があった。
　B 社は E 社に加えて、他の取引先もタイで現地調達に切り替える予定であった。しかし、B
社は鍛造主体の会社であったため、E 社に納入するに当たって、E 社向け加工を得意とする














　D 社の資本構成は、B 社 80％、A 社 13％、C 社 7％となっている。この資本構成は親会社
の仕事量に相応したものとなっている。B 社の出資比率が 80％と高くなっているが、B 社の
主要取引先に他に取扱量の多い取引先があることによる。
②生産における各社の役割



























　A 社が材料のサプライヤーである B 社と商社の C 社との共同出資による合弁企業を設立し
たのは、タイにおいて A 社は材料の仕入れ先、B 社は有力な加工先を加えた盤石な体制で進
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